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１．現状 
１－１．第１号被保険者数と要介護・要支援認定者数 

 
沖縄県内の第１号被保険者（65歳以上の市町
村住民）は 20 万 4,882 人で、うち 17.1％にあ
たる 3万 5,002 人が要介護・要支援認定を受け
ている。 
また、要介護・要支援認定者のうち前期高齢
者（65 以上 75 歳未満）が 5,960 人、後期高齢
者（75 歳以上）が 2万 9,042 人となっている。 
 
 
 
 

 
１－２．要介護度別の認定者数 

 
 要介護・要支援認定者（第１号被
保険者）の内訳では要介護１が一番
多い。 
 
 
 
※要介護度の内容は 28 ページ参照 
 
 
 
 
 
 

 
１－３．介護保険サービス種類別の事業所数 

 
沖縄県全体では合計

4,042 事業所（サービスご
との重複あり）。 
 
（居宅療養管理指導や訪問
看護などの事業所数が大き
くなっているのは、医療機
関や介護保険施設などが特
定の居宅サービスについて
自動的に事業者として指定
される、「みなし指定」の
規定によるもの。） 
 
 
 
 

※各サービスの内容は 28 ページ参照 
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１－４．サービス受給者数 
 
介護保険サービス受給

者総数は 3 万 1,400 人
（2004 年 1 月分）。 
ケアマネージャー（居宅
介護支援専門員）がケアプ
ランを作成する居宅介護
支援事業の利用者が最も
多く、次いで通所介護、訪
問介護の順となっている。 
 
 
 
 
 
 

 
１－５．サービス費用額 

 
サービス費用総額は 55

億 6,800 万円（2004 年 1
月分）。 
介護老人福祉施設や介
護老人保健施設の施設サ
ービスが高く、次いで施設
の提供する通所介護や通
所リハビリが高くなって
いる。 
 
 
 
 
 
 

 
１－６．介護保険サービス種類別の受給者一人当たり費用額 

 
一人当たり平均費用額
は 17 万 7,600 円（2004 年
1 月分）。種類別では、介護
保険３施設と痴呆対応型
共同生活介護（グループホ
ーム）が高くなっている。 
 
 
注）受給者一人当たり費用
額＝費用額／受給者数 
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２．全国との比較 
２－１．要介護認定率 

 
本県の第１号被保険者に対する要介護・要支援認定者の割合は 17.1％で全国平均よりも高い。 
 
２－２．介護サービス利用者の状況 

 
実際に介護サービスを利用する割合も全国で高い方である。 

 
２－３．第１号被保険者一人当たりの保険支給額 

 
一人あたりの介護保険支給額は全国一。 
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２－４．介護保険施設の整備率 

 
介護保険３施設（介護老人福祉施設、介護老人保健サービス、介護療養型医療施設）の整備は、全国

で２番目にすすんでいる。 
 
２－５．施設サービスの給付額 

 
よって、第１号被保険者一人あたりでみた介護保険施設サービスの保険給付額は高い。 
 
２－６．居宅サービスの給付額 

 
一方、居宅サービスの給付額も全国で２番目に高い。 
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２－７．通所系介護サービスの費用額 

 
居宅サービス費用が高い理由の一つとして、居宅サービスのうち介護保険施設が提供する通所系サー

ビス（通所介護と通所看護の合計）の費用額が突出していることが挙げられる。 
 
２－８．訪問系介護サービスの費用額 

 
一方、訪問系サービス費用額（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリの合計）は全国平

均よりは低い。 
 
２－９．第１号被保険者の介護保険料 

 
本県の第１号被保険者の支払う介護保険料は全国で一番高くなっている。 
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３．保険料支払基準にみる第１号被保険者の所得水準 
３－１．第１号被保険者の介護保険料支払基準別構成比 

 
介護保険料は被保険者の所得に応じて支払額が決定されるが、本県は基準額以下を支払う第１、２段
階の被保険者の割合が全国平均に比べて高い。また、基準額以上を支払う第４、５段階の割合は全国に
比べ低くなっている。 
 
３－２．所得段階別の全国比較 

 
 所得段階別の第１、２段階が全体に占める割合では、本県は全国で２番目に高い。 
 
 
（参考）第１号被保険者の介護保険料支払基準 
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４．訪問介護サービスにおける営利法人参入の状況 

 
介護保険制度の根幹でもある営利法人の参入について、参入が最も期待される訪問介護サービスの状
況についてみてみると、介護保険制度開始の 2000 年の 15.4％（18 事業所）が２年後には 21.2％（31
事業所）と増加している。しかし、その割合は全国に比べれば低いと言える（下グラフ）。 
 

 
 
５．介護報酬改定前後の訪問介護サービスの動向 

 
2003 年４月より介護報酬が改定され、訪問介護サービスは、介護報酬が平均 2.3％アップし複合型が
廃止されるなど事業者にとっては追い風となったが、本県においては介護報酬改定前後の受給者数と費
用額の動きには大きな変化はみられない。全国では受給者数、費用額とも増加している（下グラフ）。 
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６．介護サービスの推計値と実績 
 
2000 年の介護保険制
度スタート時の要介護
高齢者数の実績が 2000
年度から2003年度まで
いずれも推計値を大き
く上回った。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
介護保険給付費の実績は推

計値を大きく上回り、2000～
2002 年度通計で約 193 億円の
見込み違いが発生した。 
介護保険財政に不足が生じ
た市町村では県の介護保険財
政安定化基金より貸付・交付が
なされた。 
 
 
 
 
 

 
７．将来推計 
７－１．要介護認定者数 

 
要介護・要支援者

数は 2003 年度以降
年率平均で約５％
づつ増加し 2007 年
度には 42,266 人
（ 2002 年度の約
1.3 倍）になるもの
と推計されている。 
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７－２．介護サービス費用額 
 
2002 年度で 646 億円の

費用額は 2003 年度以降年
率平均で3.6％増加し2007
年度には771億円となるも
のと推計されている。 
内訳をみると、居宅サー

ビスが今後も増加を続け
るのに対し、施設サービス
は減少から横ばいとなり、
2007 年度には居宅と施設
の割合がほぼ半々になる
と見込まれている。 
 
 
 

 
８．（参考）高齢化率 
８－１．高齢化の現状 

 
本県の県人口に占める 65 歳以上高齢者の割合は 15.6％と全国でも２番目に低い。 

 
８－２．高齢化の推計 

 
 将来推計では本県におい
ても高齢化は着実に進展し
2030 年には県民の４人に１
人が高齢者となる。 
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